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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この達は、陸上自衛隊の行う火薬類の製造、貯蔵、運搬、消費その他 

の取扱いについて必要な事項を定める。 

（用語の意義） 

第２条 この達において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

(１) 火薬庫 地上式火薬庫、地上覆土式火薬庫、地中式火薬庫、水蓄火薬庫、

実包火薬庫及び化学火工品庫をいう。 

(２) 方面総監等 方面総監及び防衛大臣直轄部隊等の長をいう。 

(３) 業務隊長等 駐屯地業務隊長及び駐屯地業務を担当する部隊等の長をい

う。 

(４) 不発弾等 不発弾、不発射弾及び不発化学火工品をいう。 

(５) 不発弾等の処理 不発弾等の捜索、発掘、回収、移動、評価及び処分等  

一連の作業をいう。 

第２章 製造 

（製造の承認申請等） 

第３条 火薬類の製造を行う部隊等の長（以下「製造部隊等の長」という。）

は、製造（変形又は修理を含む。以下同じ。）又は製造施設の構造等の変更

の申請を行う場合には、火薬類取締法施行規則（昭和２５年通商産業省令第

８８号。以下「規則」という。）様式第１又は様式第４に掲げる様式により

順序を経て陸上幕僚長に上申するものとする。ただし、製造施設の位置、構

造又は設備について規則第８条第１項に規定する軽微な変更の工事をしよ

うとするときは、規則様式第５に掲げる様式により順序を経て陸上幕僚長に

報告するものとする。 

２ 方面総監等は、前項の申請を行うに当たり設置工事等を地方防衛局が行う

場合には、地方防衛局長と協議の上、陸上幕僚長に上申するものとする。 

（製造施設の完成報告） 

第４条 製造部隊等の長は、製造施設の設置工事又は変更工事が完了したとき

には、速やかに順序を経て陸上幕僚長に報告するものとする（武化定第１１

号）。 

（製造の廃止） 

第５条 製造部隊等の長は、製造事業を廃止したときには、経済産業大臣から

交付された製造営業の承認書を添えて陸上幕僚長に報告するものとする（武

化定第１２号）。 

（製造施設の定期自主検査） 

第６条 製造部隊等の長は、製造施設の定期自主検査を毎年２月末及び８月末

を基準に実施し、その結果及び実施した処置について、実施した月の翌月１

５日までに順序を経て陸上幕僚長に報告するものとする（武化定第１３号）。 

（保安検査等の報告） 

第７条 製造部隊等の長は、経済産業大臣の実施する保安検査又は立入検査を

受検したときには、受検月の翌月１５日までに前条に準じて報告するものと

する（武化定第１４号）。 



（火薬類製造保安責任者等の選定等） 

第８条 方面総監等は、規則第６８条及び第７０条に掲げる資格を有する者の

中から火薬類製造保安責任者及びその代理者並びに火薬類製造副保安責任者

を選定し、当該予定者の所属、官職、氏名、保安資格及び理由等を記載の上、

陸上幕僚長に上申するものとする。また、交代するときも同様とする。 

（危害予防規定） 

第９条 製造部隊等の長は、火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）第２

８条第１項に規定する、災害の発生を防止するため、保安の確保のための組

織及び方法その他規則に定める事項について記載した危害予防規程の作成に

必要な資料（案）を作成し、順序を経て陸上幕僚長に上申するものとする。

これを変更するときも同様とする。 

第３章 貯蔵 

（陸上施設における火薬庫外貯蔵の基準） 

第１０条 業務隊長等は、火薬類の取扱いに関する訓令（昭和５４年防衛庁訓

令第３６号。以下「訓令」という。）第１０条に示す火薬類格納所を設置す

る場所は、次の各号に掲げるものとする。 

(１) 警衛隊の常時監視できる場所 

(２) 犯罪捜査等のための弾薬は、当該部隊の常時監視できる場所又は警衛所 

(３) 航空救難用の化学火工品は、当該部隊等の長が常時警戒できる場所 

(４) 前号以外の化学火工品にあっては、警衛隊が常時警戒できる場所 

（火薬庫の設置申請） 

第１１条 方面総監等は、火薬庫を設置しようとするときは、製造等の技術上

の基準について、地方防衛局長と調整の上、火薬庫設置承認申請書（別紙第

１）により陸上幕僚長に上申するものとする。 

（火薬庫の構造及び貯蔵火薬類等の変更申請） 

第１２条 方面総監等は、訓令第１２条に係る変更を要するときには、火薬庫

設置承認事項変更申請書（別紙第２）を、また訓令第１４条に係る変更の通

知を要するときには、火薬庫設置承認事項変更通知書（別紙第３）により陸

上幕僚長に上申するものとする。ただし、火薬庫の構造又は設備について規

則第１４条第１項に規定する軽微な変更の工事をしようとするときは、別紙

第２の様式を報告書に替え陸上幕僚長に報告するものとする。 

（貯蔵責任者） 

第１３条 貯蔵責任者は、業務隊長等（ホークミサイル、０３式中距離地対空

誘導弾及び１１式短距離地対空誘導弾については、高射特科連隊（群）長又

はその指定する者（中隊長）、第１０１高射特科隊長及び第１０２高射特科

隊長）とする。ただし、弾薬支処長、弾薬出張所長及び補給統制本部弾薬部

試験室長の管理する火薬庫については、それぞれの長とする。 

（火薬庫検査官の選任等） 

第１４条 各方面区に所在する火薬庫の完成検査及び保安検査の検査官は、次

のとおりとする。 

 

 



種類 
検査官 

火薬庫（化学火工品庫を除く。） 化学火工品庫 

完成検査 

補給統制本部 弾薬部長 補給処 化学部長 

補給処 弾薬支処長 〃   装備計画部化学課長 

〃   装備計画部弾薬課長 〃   整備部化学課長 

保安検査 

方面総監部 装備部長 同左 

〃   装備課長 同左 

補給処 弾薬支処長 補給処 化学部長 

〃   弾薬出張所長 〃   装備計画部化学課長 

〃   装備計画部弾薬課長 〃   整備部化学課長 

２ 方面総監は、保安検査実施の時期及び担任について示すものとする。 

 （検査官の補助者） 

第１５条  方面総監等は、火薬庫検査官の要請により火薬庫検査のため火薬類

について必要な識能を有する者を補助者に選任し、火薬庫検査官の補助をさ

せるものとする。 

（火薬庫の完成検査） 

第１６条  貯蔵責任者は、火薬庫の設置又は構造等の変更工事が完了したとき

には、速やかに順序を経て陸上幕僚長に報告するとともに第１４条第１項に

示す完成検査の検査官にその旨を通知するものとする（武化定第１５号）。 

２  完成検査の検査官は、前項の通知を受けたときには、火薬庫の構造等につ

いて技術上の基準に適合するか否かの検査を行うものとする。ただし、規則

第１４条第１項に規定する軽微な変更工事に係るものについては省略できる

ものとする。 

３  完成検査の検査官は、前項の検査が技術上の基準に適合すると認めたとき

には、訓令別記様式第１の火薬庫検査証に所要事項を記入の上、方面総監等

を経由して陸上幕僚長に報告するものとする（武化定第１６号）。 

（火薬庫の用途廃止） 

第１７条  方面総監等は、火薬庫の用途を廃止しようとするときには、用途廃

止年月日及び理由を記載の上、火薬庫検査証を添えて陸上幕僚長に申請する

ものとする。 

（火薬庫の検査及び点検） 

第１８条  保安検査の検査官及び貯蔵責任者は、検査及び点検を実施するとき

には、火薬庫の構造、位置及び設備の技術上の基準に対する適否のほか、火

薬庫点検・検査表（別紙第４）に示す項目について行うものとする。 

２  保安検査の検査官は、保安検査の実施結果について当該年度終了後３０日

以内に順序を経て陸上幕僚長に報告するものとする。ただし、火薬庫の構造

等が規則第１９条から第２１条まで及び第２３条から第３２条までに定める

技術上の基準に適合していない場合には、不適合理由及び要処置事項等を検

査実施後遅滞なく報告しなければならない（武化定第１７号）。 

（火薬庫保安係員の選任） 

第１９条  貯蔵責任者は、訓令第２１条第１号に掲げる者のほか、次の資格を



有する者又は課程教育を修了した者の中から火薬庫保安係員を選任するもの

とする。 

(１) 火薬庫（化学火工品庫を除く。）の保安係員 

ア 「弾薬」又は「部隊弾薬」の特技を有する陸曹以上の自衛官。ただし、   

ホーク、０３式中距離地対空誘導弾又は１１式短距離地対空誘導弾に係る

火薬庫については、幹部特技課程「ＳＡＭ電子」、幹部特技課程「ＳＡＭ

整備」、初級陸曹特技課程「ＳＡＭ」(発射陸曹)又は初級陸曹特技課程「Ｓ

ＡＭ発射機整備」の課程を修了した自衛官を選任することができる。 

イ 武器学校における初級陸曹特技課程「弾薬」、初級陸曹特技課程「部隊  

弾薬」又は幹部特技課程「弾薬」の課程を修了した事務官等 

(２) 化学火工品庫の保安係員 

ア 前号（アただし書の者を除く。）に掲げる保安係員 

イ 「化学運用」、「化学」又は「部隊化学」の特技を有する陸曹以上の自    

衛官 

（火薬庫保安業務） 

第２０条  火薬庫保安係員は、訓令に定めるもののほか、次の各号に掲げる保

安業務を行うものとする。 

(１) 火薬庫及び貯蔵火薬類の保安及び維持に関する貯蔵責任者の補佐 

(２) 危険区域への立入者の指導監督 

(３) 危険区域における異常発生時の応急措置の実施及び指導 

（火薬庫等の火災標識） 

第２１条  貯蔵責任者は、別冊第１に示す基準に基づき、火災標識を設置しな

ければならない。 

（火薬類の貯蔵） 

第２２条  火薬類の貯蔵は、火薬類分類表（別紙第５）に基づき、規則第１９

条に規定する貯蔵区分に従って実施するものとする。 

第４章  運搬 

（自衛隊車両による運搬） 

第２３条  自動車等による運搬に伴う火薬類運搬証明書の発行権者は、次に示

す者とする。 

(１) 部隊等の火薬類の受領、返納及び消費に伴う運搬にあっては、当該部隊等

の所在する駐屯地司令（分屯地司令を含む。以下同じ。）。ただし、当該部

隊等が他の方面区に一時所在する場合には、当該火薬類の発送元の駐屯地司

令が発行することができる。 

(２) 前号以外の管理換に伴う運搬にあっては、発送元の駐屯地司令。ただし、

船岡弾薬支処、近文台弾薬支処及び富士弾薬出張所にあっては、それぞれの

長が発行することができる。 

（３）前２号において端末地で弾薬を積み替えて運搬する際は、当該端末地から

の火薬類運搬証明書は、受領先の駐屯地司令が発行することができる。ただ

し、船岡弾薬支処、近文台弾薬支処及び富士弾薬出張所にあっては、それぞ

れの長が発行することができる。 

２  部隊等の長は、運搬する火薬類の種類、量及び通過地域の状況等によって

必要と認められる場合には、最寄りの警察署に所要事項を通報するものとす



る。 

３  火薬類積載方法等の技術上の基準は、火薬類の運搬に関する内閣府令（昭

和３５年総理府令第６５号）によるほか、次の各号に定めるところによるも

のとする。 

(１) 火薬類（発射装薬、爆破薬等及び化学火工品を除く。）の積載量は、一般

の道路において輸送するときには、当該輸送車両の最大積載量（自動車検査

証記載量）以下とし、悪路又は路外を走行するときには、輸送経路の道路事

情、交通事情等を考慮の上、適宜減量する。 

(２) 火薬類の積載に当たっては、転落、転倒等を防止するため、積荷の安定及

び荷量の均等化を図るとともに輸送車両の側板から外装木箱等が一個の高

さの３分の１以上はみ出さない（弾薬の専用積載装置を有する場合を除く。）

ようにする。 

(３) 部隊等の長は、火薬類を積載して市街地を通過するときには、先導車を付

けるか、又はこれに代わるべき警戒の措置を講ずる。 

４ 火薬類を積載した自動車等を海上自衛隊の船舶に積載する場合は、当該船

舶の長の指示に従い自動車等の固定等安全確保に必要な処置を講ずるものと

する。 

（陸上自衛隊の船舶による火薬類の運搬） 

第２４条 陸上自衛隊の船舶により火薬類を運搬する場合は次の各号に定める

ところによるものとする。 

（１）運搬する火薬類の包装は、当該火薬類の固有の容器を使用するものとす

る。ただし、やむを得ず他の容器を使用する場合は、収納する火薬類の移

動及び火薬類への衝撃を防ぐことができる容器を使用するものとする。 

（２）火薬類の積載場所は、船舶内部とし、船舶の航行により移動、転倒、衝

撃、摩擦等を生じないよう固定等の処置を行うものとする。ただし、やむ

を得ず船舶の外部に積載する場合は、落下防止の処置を行うものとする。 

（３）船舶による危険物の運送基準等を定める告示（昭和５４年９月２７日  

運輸省告示第５４９号）別表第１４の２を準用し、離隔が必要な火薬類は

混載しないものとする。ただし、やむを得ず混載する場合は、明確に区分

し努めて離隔するものとする。 

（部外委託による運搬） 

第２５条  自衛隊以外の者に委託して運搬する場合の届出及び運搬証明の細部

手続要領については、別に示すところによる。 

第５章 消費等 

（目的外消費の禁止） 

第２６条  方面総監等は、訓令第２８条ただし書に規定する考案、調査研究、

試験その他やむを得ない事情のために火薬類を消費するときは、理由、消費

年月日、消費火薬類の種類、数量その他必要事項を記載の上、陸上幕僚長に

申請するものとする。 

（消費に係る安全措置） 

第２７条  部隊等における教育訓練のための消費（弾薬の一時集積訓練を含

む。）に係る安全上の措置は、陸上自衛隊の教育訓練実施に関する達（陸上

自衛隊達第１１０―１号（４０.３．１８）。以下「教育訓練達」という。）



及び陸上自衛隊演習場等の使用及び管理に関する達（陸上自衛隊達第１１１

―３号（４６．２．２６）。以下「演習場管理達」という。）並びに陸上自

衛隊教範類に示すところによる。 

２  実用試験、領収試験等に係る安全措置は、前項に準ずるほか、目的、火薬

類の種類その他状況に応じて火薬類を消費する部隊等の長が定めるものとす

る。 

（準備作業） 

第２８条  教育訓練のための消費に伴う準備作業は、陸上自衛隊教範類に示す

手順により、当該火薬類の取扱いを含む課程教育を修了した者が行うものと

する。 

２  教育訓練以外の準備作業については、前条第２項に準じ実施するものとす

る。 

（異常火薬類の後送） 

第２９条  部隊等の長は、消費前の点検で火薬類に異常が認められたときには、

業務隊長等を通じて補給処に後送するものとする。ただし、特に危険と認め

られるときには、廃棄するものとする。 

第６章  整備 

（火薬類の整備） 

第３０条  火薬類の整備の基準は、陸上自衛隊整備規則（陸上自衛隊達第７１

―４号（５２．１２．２４）。以下「整備規則」という。）に定めるところ

による。 

２ 火薬類の整備は、次の各号の資格を有する者が実施するものとする。 

(１) 弾薬については、「弾薬」又は「部隊弾薬」の特技を有する自衛官又は当

該課程を修了した事務官等。化学火工品については、上記弾薬の整備資格者

及び「化学運用」、「化学」又は「部隊化学」の特技を有する自衛官 

(２) 消費する火薬類の整備を含む課程教育を修了した者 

(３) 火薬類製造保安責任者免状又は火薬類取扱保安責任者免状を有する者 

（安定度試験） 

第３１条  火薬類の安定度試験は、整備規則第３条に定めるところにより行う

ものとする。 

（整備量の設定） 

第３２条  整備を担当する部隊等の長は、訓令第３６条第４項に規定する一日

当たりの整備量を定めなければならない。 

第７章  廃棄等 

（廃棄） 

第３３条  部隊等の長は、火薬類を廃棄（第２９条ただし書によるものを含む。）

するときには、規則第６７条の規定によるほか、不発弾等の処理に準じて行

うものとする。 

（不発弾等の処理） 

第３４条 演習場で発生した不発弾等の処理は、教育訓練達及び演習場管理達に

よるほか、別冊第２による。ただし、射撃に伴って、弾薬の不具合が発生し

た場合は、現物（現場）保存し、不具合等調査の任務を有する部隊等との調

整を行った後、不発弾等の処理又は当該調査の任務を有する部隊等への不発



弾等の引渡しを実施するものとする。 

第８章  保安 

（立入等の制限） 

第３５条  製造部隊等の長及び貯蔵責任者は、訓令第４０条に規定する「危険

区域」を設定し、明示するものとする。ただし、喫煙及び火気の使用につい

ては、駐屯地司令の定めるところによる。 

（保安教育） 

第３６条  保安教育は、教育訓練達に基づく教育訓練のほか、安全に関する教

育訓練の一環として部隊等の特性及び被教育者の地位に応じて計画的に、又

はその都度教育を実施するものとする。 

２  保安教育の実施基準は、規則第６７条の４から第６７条の６までの規定を

準用するものとする。 

（危険時の報告） 

第３７条  部隊等の長は、火薬庫等が訓令第４２条に規定する危険な状態等に

なったときには、直ちに順序を経て陸上幕僚長に報告するものとする（武化

定第１８号）。 

第９章  譲受け 

（指定部隊等の長） 

第３８条  訓令第４５条第１項に規定する指定部隊等の長は、方面総監等とす

る。 

（対象とする火薬類） 

第３９条  方面総監等が譲り受けることができる火薬類の種類は、補給カタロ

グＦ―１に示す以外のものとし、次の条件を満たす場合のほか、譲り受けて

はならない。 

(１) 教育訓練演習費で取得できるものであること。 

(２) 緊急を要する場合であること。 

２  方面総監等は、前項の条件以外に譲り受ける必要がある場合には、火薬類

譲受承認申請書（別紙第６）にその必要性、安全管理事項等の審査内容を添

付して陸上幕僚長に申請するものとする。 

３  方面総監等は、火薬類を譲り受けたときは、その都度、陸上幕僚長に報告

するものとする（武化定第１９号）。 

第１０章 削除 

第４０条 削除 

 

附  則 

１  この達は、昭和５６年１月１日から施行する。 

２  陸上自衛隊化学火工品取扱規則（昭和３７年陸上自衛隊達第７７―２号）

及び弾火薬類貯蔵施設の火災標識に関する達（昭和３０年陸上自衛隊達第８

３―１号）は、廃止する。 

附  則（昭和57年４月30日陸上自衛隊達第122―119号） 

１  この達は、昭和57年4月30日から施行する。 

２  この達施行の際、現に保有する公印は、新たに作成するまでそのまま使用

することができる。 



３  この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は、当分の間、内容を修正

して使用することができる。 

附  則（昭和58年３月15日陸上自衛隊達第95―４―１号） 

この達は、昭和58年４月１日から施行する。 

附  則（昭和60年12月21日陸上自衛隊達第122―124号） 

１ この達は、昭和60年12月21日から施行する。 

２ この達施行の際、現に使用している旧様式の用紙類は、当分の間、内容を修

正して使用することができる。 

附  則（平成元年2月10日陸上自衛隊達第122―127 号） 

１ この達は、平成元年2月10日から施行し、同年1月8日から適用する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は、所要の修正を行い使用す

ることができる。 

附  則（平成５年３月10日陸上自衛隊達第95―４―２号） 

この達は、平成５年４月１日から施行する。 

附  則（平成７年２月14日陸上自衛隊達第95―４―３号） 

この達は、平成７年４月１日から施行する。 

附  則（平成７年９月26日陸上自衛隊達第95―４―４号） 

この達は、平成７年10月１日から施行する。 

附  則（平成10年３月20日陸上自衛隊達第95―４―５号） 

この達は、平成10 年３月26日から施行する。 

附  則（平成12年６月30日陸上自衛隊達第95―４―６号） 

この達は、平成12 年７月１日から施行する。ただし、第９条の改正規定につ

いては、平成13 年４月１日から施行する。 

附  則（平成13 年３月16 日陸上自衛隊達第95―４―７号） 

この達は、平成13 年３月27 日から施行する。ただし、第５条及び第７条の 

改正規定は、平成13 年１月６日から適用する。 

附  則（平成15年３月７日陸上自衛隊達第95―４―８号） 

この達は、平成15年４月１日から施行する。 

附  則（平成18年３月17日陸上自衛隊達第95―４―９号） 

この達は、平成18年３月27日から施行する。ただし、別冊第２第８条の改正

規定については、同年４月１日から施行する。 

附  則（平成19年１月９日陸上自衛隊達第122―215号） 

この達は、平成19年１月９日から施行する。 

附  則（平成20年３月19日陸上自衛隊達第95―４―10号） 

この達は、平成20年４月１日から施行する。 

附  則（平成20年７月23日陸上自衛隊達第122―228号） 

この達は、平成20年７月23日から施行する。 

附  則（平成21年２月３日陸上自衛隊達第122―230号） 

この達は、平成21年２月３日から施行する。 

附  則（平成21年10 月21 日陸上自衛隊達第95－４－11号） 

この達は、平成21年10月21日から施行する。 

附  則（平成23 年２月10日陸上自衛隊達第95－４－12号） 

この達は、平成23年３月１日から施行する。 



附  則（平成23年４月１日陸上自衛隊達第32―19号） 

この達は、平成23年４月１日から施行する。 

附  則（平成25年３月21日陸上自衛隊達第95－４－13号） 

この達は、平成25年４月１日から施行する。 

附  則（平成26年３月20日陸上自衛隊達第95－４－14号） 

この達は、平成 26年３月 26日から施行する。 

附  則（平成 29年 11月 30日陸上自衛隊達第 95－４－15号） 

この達は、平成 29年 11月 30日から施行する。 

附  則（平成 30年３月 20日陸上自衛隊達第 95－４－16号） 

この達は、平成 30年３月 27日から施行する。 

附 則（平成 31年３月 15日陸上自衛隊達第 95－４－17号） 

  この達は、平成 31年３月 26日から施行する。 

附 則（平成 31年４月 19日陸上自衛隊達第 122－302号） 

１ この達は、平成 31年５月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用す

ることができる。 

附 則（令和元年６月 27日達第 122－303号） 

１ この達は、令和元年７月１日から施行する。 

２ この達の施行の際、現に存する本改正前の様式による用紙は、当分の間、

これを修正した上使用することができる。 

附 則（令和３年３月 18日陸上自衛隊達第 95－４－18号） 

  この達は、令和３年３月 18日から施行する。 

   附 則（令和４年２月 25日陸上自衛隊達第 95－４－19号） 

 この達は、令和４年３月 17日から施行する。 

附 則（令和５年２月 28日陸上自衛隊達第 95－４－20号） 

 この達は、令和５年３月 16日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第１（第１１条関係） 

 

火 薬 庫 設 置 承 認 申 請 書 

 

１ 火薬庫の名称及び所在地 

２ 火薬庫の種類、棟（とう）数及び面積 

型 式 火薬庫番号 棟 数 面積（㎡） 備 考 

     

 

３ 貯蔵火薬類の種類及び最大貯蔵量 

型 式 火薬庫番号 貯蔵火薬類の種類 
最大貯蔵量 

（爆薬換算量）（ｔ） 

    

    

 

４ 保安距離 

（１）対外物件 

型式 
火薬庫

番 号 

最大貯蔵量 

（爆薬換算量）

（ｔ） 

 区分 第１種 第２種 第３種 第４種 

 物件 ○○まで 

（ｍ） 

○○まで 

（ｍ） 

○○まで 

（ｍ） 

○○まで 

（ｍ） 項目  

   所要距離     
実距離     

        

（２）隊内物件 

型式 
火薬庫

番 号 

最大貯蔵量 

（爆薬換算量）

（ｔ） 

 区分 第１種 第２種 第３種 第４種 

 物件 ○○まで 

（ｍ） 

○○まで 

（ｍ） 

○○まで 

（ｍ） 

○○まで 

（ｍ） 項目  

   所要距離     
実距離     

        

 

５ 設置、移転又は変更の別 

６ 特任事項 

７ 近接火薬庫の承認、未承認の別 

８ 警 戒 

９ その他 

（１）火薬庫設置等の技術上の基準 

（２）設置位置及び構造等 

備考：寸法は日本産業規格Ａ４とし、記載内容に応じて数葉にわたることがで 

きる。 

 

 



別紙第２（第１２条関係） 

 

火薬庫設置承認事項変更申請書 

 

１ 火薬庫の名称及び所在地 

２ 既設置承認番号 

３ 変更する事項 

（１）火薬庫○○構造の改修 

名 称 火薬庫の型式 火薬庫番号 
構造の変更 

変更前 変更後 

     

４ 設置、移転又は変更の別 

（１）○○構造の変更 

（２）理由 

５ その他 

（１）位置等 

（２）貯蔵量等（参考） 

名 称 型 式 
火薬庫

番号 

面積 

（㎡） 

貯蔵火薬類 

の種類 

貯蔵火（爆） 

薬量（ｔ） 

      

寸法：日本産業規格Ａ４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙第３（第１２条関係） 

 

火薬庫設置承認事項変更通知書 

 

１ 火薬庫の名称及び所在地 

２ 既設置承認番号 

３ 変更する項目 

型 式 
火薬庫 

番号 
区 分 貯蔵火薬類の種類 

最大貯蔵量 

（爆薬換算量）

（ｔ） 

面 積 

（㎡） 

  旧    

新    

      

４ 保安距離 

（１）対外物件 

型式 
火薬庫

番 号 

最大貯蔵量 

（爆薬換算量）

（ｔ） 

 区分 第１種 第２種 第３種 第４種 

 物件 ○○まで 

（ｍ） 

○○まで 

（ｍ） 

○○まで 

（ｍ） 

○○まで 

（ｍ） 項目  

   所要距離     
実距離     

        

（２）隊内物件 

型式 
火薬庫

番 号 

最大貯蔵量 

（爆薬換算量）

（ｔ） 

 区分 第１種 第２種 第３種 第４種 

 物件 ○○まで 

（ｍ） 

○○まで 

（ｍ） 

○○まで 

（ｍ） 

○○まで 

（ｍ） 項目  

   所要距離     
実距離     

        

５ 設置、移転又は変更の別 

６ 近接火薬庫の承認、未承認の別 

型 式 火薬庫番号 面積（㎡） 承認爆薬換算量（ｔ） 承認番号 

     

     

７ その他 

（１）火薬庫の位置図等 

   付図第１ ○○○○○位置図 

   付図第２ 保安距離要図（隊外） 

   付図第３ 保安距離要図（隊内） 

（２）その他は、既設置申請書記載事項のとおり。 

備考：寸法は日本産業規格Ａ４とし、記載内容に応じて数葉にわたることがで 

きる。 

 







 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 
 

 

 

 



 

 

別紙第６（第３９条関係） 

発簡番号 

発簡日付 

 

 

   陸上幕僚長 殿 

発簡者名 

火薬類譲受承認申請書 
受 領 日 

 

承認番号  

部隊長等の 

住所氏名 

 

火薬類の 

種類、数量 

 

譲受目的 
 

譲受火薬類 

の所在地 

 

譲受期間 
 

譲受相手方 
 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別冊第１ 

   火災標識設置基準 

 （火災標識の設置） 

第１条 貯蔵責任者は、管理する火薬庫ごとに火災標識を設置しなければなら

ない。 

 （駐（分）屯地司令の責任） 

第２条 駐（分）屯地司令は、火災標識の種類、危険度及び消火の要領等に関

し、全隊員を教育し徹底させなければならない。 

 （火災標識の種類及び危険度） 

第３条 火災標識の種類は、貯蔵する火薬類の種類によって、第１群、第２群、

第３群、第４群に区分する。 

２ 各火災標識の示す火災時の危険度は、第１群が最も危険度が高く、以下第

２群、第３群、第４群と危険度は減少する。 

３ 各火災標識の様式、該当弾薬及び消火要領は、別紙第１のとおりとする。 

 （火災標識の設置基準） 

第４条 同一火薬庫内に各火災標識の種類に応ずる火薬類を混ぜて貯蔵する場

合においては、最も危険度の高い火災標識を設置するものとする。 

２ 火工場については、取り扱う火薬類の種類に応じて該当する標識をその都

度設置するものとする。 

３ 火災標識は、火薬庫ごと土塁上又は入口等、消防隊員の進入路から見やす

い場所に設置するものとする。 

４ 弾薬支処等のように火薬庫の多いところでは、火薬庫ごとの火災標識のほ

か、火薬庫地域又は地区への進入路の入口付近又は分岐点に、その地域又は

地区内にある火薬庫の番号と当該火薬庫の火災標識を併記した標識（別紙第

２）を設置するものとする。 

 



 

 

別紙第１（第３条関係） 

火災標識の種類、様式、該当弾薬等、火災時の危険度及び消火要領等 

種
類 

様式 該当弾薬等 火災時の危険度 消火要領等 

第
１
群 

 りゅう弾等 

火砲弾薬（対戦車りゅう弾、
粘着りゅう弾その他のりゅう
弾）、 

迫撃砲りゅう弾、 

誘導弾、 

ロケット対戦転りゅう弾及び
ロケットりゅう弾頭、爆破薬、
攻撃手りゅう弾、破壊筒、地
雷原爆破装置用爆索、対戦車
小銃てき弾、破片手りゅう弾、 
対戦車地雷、対人地雷、 

てき弾、 

その他類似品 

（大爆発性） 

瞬時に爆発し、爆
風と破片を伴う。 

１ この標識の火薬庫の火災は、次の場合以外消火に
かかってはならない。 

(１) 火が実際に弾薬に届かず、十分消火の見込み
がいる場合 

(２) 爆発が完全に終わり、残火の処置について消
防隊長の命がある場合 

２ 留意事項 

(１) 退避等の警報を発し、可能な限り消防隊等に
火災の種類、内容を伝える。 

(２) 爆薬等が爆発している場合には、600ｍ以内に
は、近づいてはならない。また、消防車等は、防
護可能な位置に配置する。 

(３) 火災発生時、消火の見込みのある場合で、有
効なしゃへい物が消火可能な位置にある場合及び
爆発が完全に終了し、残火処理をする場合等で消
防隊長の許可があった場合には、所要の処置を講
じて延焼防止をしてもよい。ただし、完全に疑義
のある場合には、消火活動をしてはならない。 

(４) 消防隊の防護には、防盾、鉄帽、面覆い等を
用いる。 

 



 

 

 

第
２
群 

 徹甲弾及び演習弾等 

火砲弾薬（徹甲弾及び演習弾
等）、 

迫撃砲弾薬（演習弾）、 

ＷＰ発煙弾、 

伝爆薬筒付信管、 

化学火工品、 

その他類似品 

（小爆発性一破片
生成） 

断続的な爆発形態
を呈する。 

第１群と同じ。 

発煙弾、ＷＰ発煙弾の場合は、防護マスク、救命索を
用いる。 

第
３
群 

 発射薬等 

分離装てん発射装薬、 

黒色薬、導爆線、 

ロケットモーター各種ロケッ
ト演習弾（誘導弾を含む。）、 

火砲空包、 

信号照明弾及び標示薬筒、 

火砲弾薬（照明弾及び弾底放
出発煙弾）、 

その他類似品 

（大火災） 

高熱と小爆発に伴
う破片を生ずる。 

１ 火災の初期で消火の見込みのある場合は、積極的
に消火活動を実施する。消火の見込みのない場合に
は、他の施設への延焼防止に努める。 

２ 消火活動に当たっては、高熱に対する消防隊員の
防護処置を講ずるとともに防盾、鉄帽、面覆い等を
用いる。 

３ 消防隊員は、煙及びガスに注意する。 

４ 四塩化炭素及び炭酸ガスの消火器は使用しない。 

第
４
群 

 小火器弾薬等 

導火線、信管（伝爆薬筒なし。） 
小火器弾薬、てき弾薬筒、 

20 ㎜及び 14.5 ㎜弾薬、 

点火薬筒、雷管、 

撃発火管、 

発火装置、 

導火線点火具、 

その他類似品 

（緩火災―非爆風
性） 

小爆発により破片
が 150ｍ程度飛散
する。 

消防隊員は、軽破片を防ぐため可搬式防護盾等を用い
鎮火するまで消火に努める。 

退避距離は、200ｍ以上とする。 

備
考 

標識板はだいだい色地、文字は黒書とする。 
 
文字の大きさは縦約 25 ㎝、太さ約５㎝とし、字体は様式に示すとおりとする。 



 

 

別紙第２（第４条関係） 

      地域又は地区の火災標識の例 

 

  

注：各貯蔵施設の火災標識の大きさは

別紙第１の様式のおおむね 1/5 と

し、色彩は同じとする。 

 貯蔵施設の数に応じ１列又は２列

に記載する。 

１ 

 

２ 

  

３ 

  

４ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別冊第２ 

   不発弾等の処理要領 

目次 

 第１章 総則（第１条―第４条） 

 第２章 処理の責任等（第５条・第６条） 

 第３章 技能者の資格及び教育（第７条・第８条） 

 第４章 処理の実施及び記録等（第９条―第 14条） 

  別紙第１ 不発弾等処理技能証明 

  別紙第２ 不発弾処理技能者教育内容基準表 

  別紙第３ 化学火工品処理技能者教育内容基準表 

  別紙第４ 陸曹以上の者が処理できる化学火工品の種類 

  別紙第５ 不発弾処理作業記録 

不発弾等の処理要領 

   第１章 総則 

 （処理の心得） 

第１条 不発弾等の処理は、常に安全第一を心得として実施しなければならな

い。 

 （処理部隊の長の監督） 

第２条 不発弾等の処理作業は、処理部隊の長の直接監督の下に実施しなけれ

ばならない。 

２ 処理部隊の長は、いかなる場合においても処理を急いで安全を犠牲にする

ようなことをしてはならない。 

 （処理計画） 

第３条 処理部隊の長は、処理の安全及び危害防止の万全を期すため、処理に

先立って処理計画を立案するものとする。処理計画には、次の事項を含ませる

ものとする。 

 (１) 処理の品目 

 (２) 処理量（各品目ごとの数量、処理人員及び時間等） 

 (３) 処理及び警戒の場所 

 (４) 処理方法 

 (５) 処理員及び警戒員の配置並びに危険区域の表示 

 (６) 処理資器材及び爆破材料の指定 

 (７) 危害予防及び安全のため必要な措置 

 (８) 災害発生時の処置 

 (９) 処理員の教育 

 (10) その他特に処理に必要と思われる事項 

 （処理部隊の長の教育及び作業命令） 

第４条 処理部隊の長は、処理計画に基づいて処理品目の構造機能、処理要領

及び安全管理に関し教育を実施するとともに処理に当たっては、各人ごとに作

業命令を出して作業の範囲を明確にしなければならない。    

第２章 処理の責任等 

（処理部隊の派遣） 



 

 

第５条 陸上総隊司令官、方面総監、師団長、旅団長、富士学校長、施設学校 

長、武器学校長（化学火工品にあっては、陸上総隊司令官、方面総監、師団長、 

旅団長、富士学校長、化学学校長）は、不発弾等処理要員を有しない防衛大臣 

直轄部隊等の長から不発弾等の処理の依頼を受けたときは、不発弾等処理のた 

めの部隊を派遣し処理を行わせるものとする。 

２ 陸上総隊司令官、方面総監及び防衛大臣直轄部隊等の長は、指揮下の部隊

が射撃しようとする場合で自隊の処理能力に不足すると判断した場合には、

当該演習場の使用統制を担任する方面総監と協議の上、不発弾等の処理の支

援を受けることができる。 

３ 射撃部隊の長は、処理部隊の長から不発弾の捜索、運搬等について人員、

資器材の支援要請を受けた場合は、これに応ずるものとする。この場合、処

理部隊の長は、射撃部隊から差し出された隊員に対し安全に関する諸注意を

十分教育するものとする。 

（処理の責任転移） 

第６条 派遣された処理部隊の長は、不発弾の種類、数量、位置等処理に当たっ

ての必要な事項を現地において確認した後、射撃部隊の長から一切の権限及

び責任を引き継ぐものとする。 

第３章 技能者の資格及び教育 

（不発弾等処理技能証の付与） 

第７条 陸上総隊司令官、方面総監、師団長、旅団長及び防衛大臣直轄部隊等

の長は、次に定める者のうち適任と認めた者に不発弾等処理技能証（別紙第

１）を付与するものとする。 

(１) 生徒課程中期（武器科）（専攻特技「弾薬」）、生徒陸曹候補生課程後

期（武器科）（専攻特技「弾薬」）、初級陸曹特技課程「弾薬」、初級陸曹

特技課程「部隊弾薬」又は幹部特技課程「弾薬」の課程を修了した陸曹以上

の自衛官及び事務官等 

(２) 外国における弾薬課程を修了した陸曹以上の自衛官 

(３) 施設科部隊で火薬類の取扱い、爆破等の実爆訓練（32時間以上）の経験

を有する陸曹以上の自衛官で部隊等の長が認めた者 

(４) 火薬類取扱保安責任者の免状を有し、爆破等実爆訓練32時間以上の経験

を有する陸曹以上の自衛官及び事務官等で部隊等の長が認めた者 

(５) 化学火工品については、生徒陸曹候補生課程後期（化学科）、幹部初級

課程（化学科）、初級陸曹特技課程「化学」、上級陸曹特技課程「部隊化

学」又は幹部特技課程「部隊化学」の課程を修了した者 

(６) 次条の不発弾等の処理教育を受講した陸曹以上の自衛官又は事務官等 

２ 不発弾等処理の取扱い範囲は、修了した教育課程、又は実務経歴等を考慮

して前項の付与権者が指定するものとする。 

（不発弾等の処理教育） 

第８条 陸上総隊司令官、方面総監、師団長、旅団長及び防衛大臣直轄部隊等

の長は、不発弾等処理要員を必要とする部隊等の陸曹以上の自衛官及び事務

官等の適任者に対して、不発弾処理技能者教育内容基準表（別紙第２）、化

学火工品処理技能者教育内容基準表（別紙第３）に基づき集合教育を実施す



 

 

るものとする。 

２ 前項の集合教育の教官は、幹部自衛官及び行(一)２級相当以上の事務官等

で前条第１項第１号又は第２号（化学火工品については第５号）に該当する

不発弾等処理技能者とする。 

第４章 処理の実施及び記録等 

（不発弾等処理実施上の一般的禁止制限事項） 

第９条 不発弾等には、不発弾等処理技能者以外は、触れてはならない。ただし、

化学火工品のうち、別紙第４に示す品目については、陸曹以上の自衛官が処

置することができる。 

２ 不発弾等は、教育用標本等への転用、改造加工、他への譲渡、売卸、処理

目的以外の運搬等を実施してはならない。 

３ 不発弾等の処理（捜索を除く。）は、２人以上の不発弾等処理技能者で実

施するものとする。 

４ 処理部隊の長は、不発弾等の発掘、回収、移動、処分を行うに当たり識別

困難な弾薬（構造機能、取扱要領等が不明の弾薬を含む。）については、第

７条第１項第１号又は第２号に該当する不発弾等処理技能者の判定を受け、

その技術援助の下に処理を実施するものとする。いかなる場合も疑問を持っ

たまま処理してはならない。 

５ 次に掲げる不発弾等（演習弾を除く。）の位置、姿勢を変える必要のある

場合は、前項に示す不発弾等処理技能者が実施するものとする。 

なお、第６号の化学弾の処分は、特技「化学運用」に保有する者の立会いの

下に実施するものとする。 

(１) ロケット弾、小銃てき弾 

(２) 迫撃砲弾 

(３) 化学（アンプル液使用）式時限信管付、化学延期雷管付弾薬、同爆薬 

  類 

(４) 手りゅう弾 

(５) 爆弾で信管付のもの 

(６) 化学弾（発煙弾を除く。） 

６ 処理は、原則として早朝及び夜間を避けること。また処理部隊の長が定め

る処理地域においては走ってはならない。また、処理部隊の長が定める場所

以外での火気の使用及び喫煙をしてはならない。 

７ 誘導弾、ロケット弾、特殊信管付弾薬及び新規に制式化された弾薬で、不

発弾処理において特殊な処分を必要とする弾薬は、別に定めるところによる。 

８ 化学火工品の処理については、使用部隊等の長が原則として使用当日現地

において処理するものとする。 

（捜索） 

第10条 捜索に当たっては、次の事項に留意し安全を図るものとする。 

(１) 捜索（不発弾発生地域の表示及び標識を含む。）は、不発弾等処理技能

者の技術指導の下に最小限の人員をもって実施するものとする。 

(２) 処理部隊の長は、捜索員の間隔、前進速度等を適切にし、次の事項に注

意しなければならない。 



 

 

ア 雨天、積雪時は原則として実施しない。 

イ 捜索予定地域以外の地域への立入りをしない。 

ウ 壕（ごう）、漏斗孔等の凹（おう）地を飛び越したり、捜索地域を走っ

てはならない。 

エ 捜索地域内の草木等の繁茂した場所等をけったり棒等でつついたりし

ない。 

(３) 不発弾の表示及び標識は、地域の表示及び標識のみにとどめ、発掘、移

動等を行ってはならない。 

（発掘） 

第11条 埋没した不発弾は、衝撃を与えないよう、また動かさないよう注意し、

不発弾の全体が見える程度まで静かに発掘するものとする。 

（移動） 

第12条 不発弾等をやむを得ず運搬するときは、次の各号に定めるところに注

意するものとする。 

(１) 不発弾等は、他の弾薬類と混載してはならない。 

(２) 積載量は、標識積載量の１／２以下にとどめるものとする。 

(３) 化学火工品は、爆薬、黒色火薬又は発射薬と同時に運搬してはならない。 

(４) 化学弾薬は、他の弾薬と同時に運搬してはならない。 

(５) いかなる不発弾も「ばら」の状態で運搬してはならない。荷台にわら等

を敷き木製の枠等にはめて動かないようにして運搬しなければならない。 

(６) 運搬に当たっては、不発弾等処理技能者の技術指導の下に実施するもの

とし、不発弾に振動を与えないよう速度に注意し、車両の前後に赤旗又は

爆発物の標識を付け、消火器を備え付けなければならない。 

（処分） 

第13条 不発弾等の処分は、別に示すところによる。 

（記録等） 

第14条 処理部隊の長は、処理を行ったときには、不発弾処理作業記録（別紙

第５）に所要の事項を記録し、射撃部隊の長又は所属部隊の長の確認を受け

るものとする。 

２ 不発弾等処理技能者の所属部隊の長は、不発弾処理経歴表（別紙第１（裏

面）に所要事項を記録し、当該隊員の処理経歴を明らかにするものとする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

不 発 弾 等 処 理 技 能 証 

 

上記の者は、下記のとおり不発弾等の処理技能を有することを証明する。 

 

 令和   年   月   日          

                           総監等名              

 

                      記 

番号 不発弾等の種類 発 掘 回収・移動 処 分 制限事項 

１ 小火器弾薬     

２ 機関砲弾薬     

３ 高射機関砲弾薬     

４ 迫撃砲弾薬  ×   

５ 無反動砲弾薬  ×   

６ 戦車砲弾薬  ×   

７ りゅう弾砲・加農砲弾薬     

８ ロケット弾薬  ×  
発掘、処分は、７０ｍ

ｍロケットを除く 

９ てき弾     

１０ 地雷     

１１ 発射装薬     

１２ 信号照明筒類     

１３ 爆破資材     

１４ 爆弾  ×   

１５ 地対地誘導弾  ×   

１６ 地対空誘導弾  ×   

１７ 空対地誘導弾  ×   

１８ その他の誘導弾  ×   

１９ 化学火工品  ×   

２０ その他の火工品類     

寸法：日本産業規格Ａ４ 

備考：×印の記載は一例であり、演習弾を除き回収・移動技能を保有しないものを示す。 

制限事項は、弾種、取扱い範囲等を記入する。また、裏面には不発弾等処理経歴を

記載する。 

 

 

 一連番号  

所属部隊  

階  級  氏 名  生年月日  認番  

技能証付与資格の適用条項  

課程教育・集合教育の期別・年度  

火薬類取扱保安責任者免状の種類  

別紙 

別紙第１（第７条、第 14 条関係） 



 

 

（裏 面） 

不発弾処理経歴表 

処理年月日 処理場所 不発弾の種類・数量（処理法） 
所属部隊 

長認証 

    

    

    

    

    

    

    



 

 

 
 



 

 

 
 



 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別紙第５（第１４条関係） 

 

不 発 弾 処 理 作 業 記 録 

射 撃 部 隊 名  

射撃年月日及び射場名  

不発弾処理部隊の編成  

処理器材及び数量  

処理依頼通知を受けた日時  

処 理 実 施 日 時  

不発弾の種類

名称・数量等 

ＤＯＤＩＣ  

ロット番号  

名  称  

数  量  

製造年月  

作 業 内 容・そ の 他 参 考 事 項 

 

１ 不発弾発生の原因と判断される事項 

 

２ 原因を排除するための方法 

 

３ 処理状況から判断して射撃部隊又は不発弾処理部隊において参考とすべき事項 

 

４ 当日射撃における不発弾発生率（％） 

 

 

  令和  年  月  日 

 

 不発弾処理隊長 

 

 

 

 

        所属    階級    氏名 

 

寸法：日本産業規格Ａ４ 

 

備考：保存期間は２年とする。 

 


